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特集Ⅰ：第一，第二の人口転換の解明に基づいた人口・ライフコースの動向と

将来に関する研究（その１）

外国人労働者の流入による日本の労働市場の変容

―外国人労働者の経済的達成の特徴，及びその決定要因の観点から―＊

是 川 夕

Ⅰ．問題の所在：1990年代以降の外国人労働者の流入とその影響

日本において，1990年代以降，労働市場への外国人労働者の流入が急速に拡大し，現在，

約68万人の外国人労働者が存在すると推定されている（厚生労働省 2013）．この背景には

1989年の入管法改正を契機として，知識労働者の受け入れが推進されるとともに，定住者

の新設による日系人の流入，研修制度の拡充，あるいは技能実習制度が設けられたことが

ある．一方，こうした現象は同時期に先進各国で見られた移民増加現象の一つと捉えるこ

とも可能であり，同現象を分析してきた移民理論によって検証されるべきものともいえよう．

しかし，日本では外国人労働者の流入が労働市場に与える影響について，移民理論に基

づき，大規模な調査データを用いた分析が行われてきたとは言い難い．多くの研究が外国
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日本では1990年代以降，外国人労働者の急激な増加を経験してきたものの，その労働市場に対す

る影響が十分に明らかにされてきたとは言い難い．本稿では，これまで海外の移民研究で援用され

てきた経済的同化理論に基づき，外国人労働者の経済的達成の特徴，及びその決定要因を明らかに

する．

使用したデータは，2010年に実.施された国勢調査の個票データの内，中国籍，ブラジル国籍を

持つ15-64歳の男性の全数，及び同カテゴリーに属する日本人男性の10％である．

分析に当たっては経済的同化理論を援用し，上層ホワイトカラー就業と労働参加の確率を同時に

推定するHeckprobit推定法を用いた．

その結果，中国人男性の間では，日本人男性と比較して経済的達成の遅れがあまり見られず，一

方，ブラジル人男性の間では，ほぼ全ての面で経済的達成が遅れていることが示された．

多変量解析の結果によれば，中国人男性の間で見られる高い経済的達成は，高学歴者の間でのみ

見られ，低学歴者との間で二極化する傾向にあること，ブラジル人男性の経済的達成の程度は総じ

て低いものの，学歴が低い場合や日本人と結婚している場合のみ，相対的にその低さが緩和される

ことが明らかにされ，いずれも分節化された同化理論が妥当することが示された．

こうしたことから，今後，更に外国人労働者が増加した場合，日本の労働市場は二極分化する可

能性を有することが示された．

*本研究は，科学研究費補助金「人口転換の現代的解析に基づく新たな人口潮流とライフコース変動に関する総

合的研究（代表 金子隆一）基盤研究（B）（一般）（H26-H28）」の成果に基づくものであり，本稿で使用し

た「国勢調査」に関する分析結果には，統計法第33条の規定に基づき，調査票情報を二次利用したものが含ま

れている．



人労働者の労働市場での位置づけを明らかにしてきたものの，それらは制度分析，あるい

は小規模な調査に基づく事例分析がほとんどであり，諸外国で見られるように，センサス

データ等のナショナルレベルのデータを用いて，経済的達成やその要因を明らかにした研

究は稀であった．

こうした経緯を踏まえ，本研究では国勢調査の個票データを用いて，経済的同化理論を

援用しつつ，外国人労働者の経済的達成の特徴，及びその決定要因を分析することで，外

国人労働者の流入が日本の労働市場に対して与える影響について明らかにすることを目指

す．

Ⅱ．先行研究

1. 人的資本への注目

Becker（1962）以来，人的資本，つまり個々人の知識や技能といったものは，労働市

場での成果や生産性を高める主要な要因として捉えられてきた．それは，移民の経済的同

化においても同様であり，特に学校教育は移民が労働市場において成功する上で鍵とされ

てきた．

しかしながら，学歴は移民の経済的同化に対して限定的な影響しか持たないことが明ら

かにされてきている．ChiswickandMiller（2008）によれば，学歴水準の低い移民の

間でむしろ良好なパフォーマンスが見られること，つまり「積極的な選別（Positive

Selection）」効果が見られることが，移民の学歴に対する限界効果を低くするとされる．

更に，高学歴者ほど，受け入れ国で低い評価しか受けない「人的資本の国際的移転制約」

効果（LimitedInternationalTransferabilityofHumanCapital）が，こうした傾向を

助長するとされる．

これらの効果は，同じ学歴でも，より高い動機づけや生産性を有する人ほど国際移動を

選択する傾向があること，及び，外国で獲得した学歴は，受け入れ国で正当な評価を得る

ことが難しいことを反映したものといえよう．

2. 定住化に伴う社会的適応

一方，受け入れ社会における居住期間の長期化，あるいは現地人との国際結婚は，しば

しばこうした困難を軽減するとされてきた．移民は通常，受け入れ社会での就業経験，言

語能力，そして文化的適応といったことを居住期間の長期化に伴って獲得する（e.g.

Chiswick1978）．加えて，現地人との結婚により，こうした過程は更に進むとされてい

る．なぜなら，現地人の配偶者が，言語習得など，受け入れ社会への適応を助けると考え

られるからである（MengandGregory2005）．このように，学校教育以外で行われる人

的資本形成もまた，移民の経済的同化において重要な役割を果たすとされてきた１）．
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1）現地人との婚姻は現地社会との結びつき（社会関係資本）を強めるものと捉えることもできるが，本稿では

配偶者から得られるより直接的な影響として，人的資本への影響に焦点を当てることとした．



3. 受け入れの態様

このような視点はいずれも同化理論的な視点に立つものであり，移民と現地人の間の直

線的な収斂を強調するものである（PortesandRumbaut2001:44）．しかしながら，「分

節化された同化理論」（SegmentedAssimilationTheory）は，移民政策といった制度的

な要因を始めとする社会環境的な要因が，移民の同化過程に与える影響を明らかにしてお

り，近年の移民受け入れの経験が，より多様であることを主張している（Portesand

Zhou1993）．

つまり，移民の経済的同化の有無を見るにあたっては，人的資本といったミクロな属性

に注目するだけではなく，制度的要因といったマクロな側面に注目することが欠かせない．

これは特に，近年，移民研究が米国のような伝統的移民国から欧州に移っていく中で強調

されている点でもあり（Kogan2010,Adsere�aandChiswick2006），日本について研究

する上でも欠かすことのできない視点である．

4. 日本における外国人労働者についての先行研究

先述した通り，日本においては，1990年代以降，外国人労働者が急増したという経緯が

あり，それを受け，数多くの研究が行われてきた．そこでは，主に，ニューカマーの多く

を占める中国人，及び日系ブラジル人を対象とした研究が行われてきており，彼らが日本

における外国人労働者の典型的な特徴を備えていることが明らかにされている．

例えば，中国人は留学生として来日した後，日本企業へ就職することで，経済的に同化

しつつあるとされており（e.g.奥田・田嶋 1991:85-90，奥田・田嶋 1993:93-102，田嶋

2010:195-200,203-4,210-2，江・山下 2005，坪谷 2000，竹ノ下 2004，Takenoshita

2006），入管制度が想定する知識労働者の典型というべき存在といえよう．

その一方で，数多くの中国人が技能実習生として製造業や農林水産業といった分野で非

熟練労働に従事していることは，表向きは単純労働者の受け入れを否定しつつも，実質的

には技能実習生という形で受け入れるという，現行の制度の特徴を端的に表しているとい

えよう．

日系ブラジル人は，1989年の入管法改正の際，「定住者」の資格での来日が可能となっ

たことから，その後，多くの「デカセギ」労働者が来日することとなった．また，日系ブ

ラジル人の「デカセギ」を斡旋する企業も日ブラジル両国で生まれ，こうしたプロセス自

体が市場において構造化されていることが明らかにされている（e.g.桑原他 2001，大久

保 2005，梶田他 2005，丹野 2002，2007，下平 1999）．

日系ブラジル人は，就労に制限のない「定住者」，「日本人の配偶者等」，及び「永住者」

といったカテゴリーに属しており，日本に居住するブラジル人の大半を占めている．つま

り，日系ブラジル人は，日系人であるという条件により，ほぼ自由な国際移動が可能な存

在と捉えることができる．このことは，今後，単純労働者の受け入れを自由化した場合に

起きることを，端的に表していると考えられる．

以上の研究は，異なる受け入れの態様ごとの経済的達成の状況を記述的に分析したもの
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と捉えられ，本稿の目指す分析をする上で，貴重な知見を提供している．その一方で，多

くの研究がマクロな制度分析や，少数の事例を基にした分析にとどまった結果，移民理論

に基づき，大規模なデータを用いた研究が十分に行われてこなかったという問題が指摘さ

れている（梶田他 2005：4）．

Ⅲ．探究課題

以上の成果を踏まえ，本研究は経済的同化理論を援用し，外国人労働者の職業的地位と

その決定要因について明らかにする．本稿で援用する経済的同化理論とは，学歴を始めと

する人的資本の蓄積や，居住期間の長期化に伴う社会的適応を経験することによって，現

地人と同様の形で外国人の職業的地位が決定されるとするものである．

具体的には，以下の探究課題を設定する．1）外国人労働者の職業的地位の分布は，様々

な属性について考慮した後も，日本人と異なるのか．2）日本人と外国人労働者の職業的

地位の違いは，地位決定にあたって学歴の限界効果が日本人と外国人で異なるために生じ

ているのか．3）国内居住期間の長期化，及び日本人との国際結婚に伴う社会的適応によ

り，より高い職業的地位に就くといえるのか．4）全ての受入れの態様で同様の単線的な

経済的同化パターンを示すのか（経済的同化），あるいは態様間で異なったパターンを示

すのか（分節化された同化）．

これらの探究課題は，先行する移民研究において重要な論点とされてきた人的資本，定

住化，受け入れの態様に対応するものであると同時に，日本を対象とした先行研究におい

ても，その重要性が示唆されてきたものである．

また，これらの探究課題はいずれも，労働市場における日本人と外国人の職業的地位の

分布の差異を明らかにするものであり，両者の間に差異がない場合，経済的同化が完了し

たと判断される．また，差異が存在する場合，それらの要因は，探求課題に示されたよう

に，人的資本，あるいは受け入れの態様の違いといった点に求められる．

Ⅳ．データ，及び方法論

1. データ

本稿における分析単位は，2010年の国勢調査の個票データの内，外国人を含む世帯に属

する外国人男性の全数，及び抽出詳細集計用に作成された総人口の10％標本に含まれる日

本人男性である２）．

対象とする国籍は，中国，ブラジル，及び比較対象としての日本であり，この内，留学

生の影響を除くため，生産年齢人口（15-64歳）に属する学校卒業者に限定した．中国人，

ブラジル人は先述したように，ニューカマー外国人労働者の典型とでもいうべき存在であ
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2）推定にあたっては，日本人については抽出確率の逆数で重みづけをしている．



り，参照可能な先行研究も多く，分析対象として最適といえる．なお，今回の分析は男性

に限定した．その理由は，女性の場合，外国人であることに加え，ジェンダーの要素が加

わるため，外国人労働者という側面からのみとらえることは難しいと考えたためである．

女性については，稿を改めて検討したい．

2. 方法論

職業的地位決定に関しては，Becker（1962）の人的資本論を基礎とし，これまで移民

研究においてその妥当性が繰り返し検証されてきた経済的同化理論（Chiswick1978,

Borjas1985,1995）を援用する．つまり，ある個人の受け入れ国の労働市場における職

業的地位は以下のモデルによって決定されるとする．

Pr・Statusi・・F・HCi,STi,MIi・ …（1）

ある職業的地位に就く確率Pr・Statusi・は，人的資本・HCi・，定住化・STi・，そして，

受入れの態様・MIi・によって決定されるとする．

とりわけ，人的資本は職業的地位決定において普遍的な効果をもたらすとされ，さしあ

たって，教育や職業経験を積んだ国による違いはないものと仮定される．しかし，移民研

究においては，受け入れ国以外で形成された人的資本は，受け入れ国で形成された人的資

本とは異なる評価を受けることが明らかにされてきている．

HC・HCh・E …（2）

この場合，HChは，受け入れ国で形成された人的資本，Eは人的資本の国際移転可能

性の制約効果（LimitedInternationalTransferabilityofHumanCapital）（Dustmann

andFabbri2003）や，低学歴者の間での積極的選別効果（PositiveSelectionEffect）

（ChiswickandMiller2008）を意味する．経済的同化理論が成り立つとすれば，Eは0

となると考えられる．

定住化・STi・は，居住期間の長期化・Rsdi・や現地人との国際結婚・IMi・による社会

的適応による正の効果であり，受け入れ社会の言語習得などもこれに含まれる．この効果

は，移民の職業達成モデルにおいて職業的地位の現地人との差を縮める主要な要因であり，

同化理論の根幹をなすものである．

STi・F・Rsdi,IMi・・0 …（3）

最後に，受け入れの態様・MIi・は，これら個々人の属性によって決定される部分とは

異なり，国籍・Fgi・，現地人との結婚の有無などの違い等，特定の集団に共通する構造的

要因を指す．これは受け入れの態様が異なれば，同じ属性を持っている移民間でも異なる
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職業的地位に就くことを意味するものである．

よって，これらの関係を推定式の形で示すと以下の通りとなる．

Probit
Pr・UWi・

・1・Pr・UWi・・

・・i・Fgi・・・1・・2j・・
3

j・1
Eduji・・・3・Rsdi・・4・IMi・X

・
i・・5・e1i…（4）

Pr・UWi・：上層ホワイトカラー就業確率

Fgi：外国籍ダミー（該当＝1／該当せず＝0）

Eduji：学歴ダミー（j＝1中学卒業以下，j＝2短大／高専卒業，j＝3大学／大学院卒業）

（Ref.＝高校卒業）（該当＝1／該当せず＝0）

Rsdi：国内居住期間が5年以上ダミー（該当＝1／該当せず＝0）

IMi：日本人との国際結婚ダミー（該当＝1／該当せず＝0）

X
・
i：他の統制変数（就業経験（年）及びその二乗項，学歴，配偶関係，配偶関係と外国

籍ダミーの交差項，居住都道府県，居住市区町村の総人口，国勢調査の人口集中地区で

あるか否か，就業している産業），ベクトル

e1i：個人レベルでの誤差項

Probit
Pr・LPi・

・1・Pr・LPi・・
・・i・V

・
i・・1・e2i …（5）

Pr・LPi・：労働参加の確率（＝1/0）

V
・

i：統制変数（国籍，年齢（年）及びその二乗項，学歴及び国籍との交差項，配偶関係

及びそれぞれの外国籍ダミーとの交差項，日本人との国際結婚，配偶者の労働参加の有

無，居住都道府県，居住市区町村の総人口，国勢調査の人口集中地区であるか否か），

ベクトル

e2i：個人iレベルでの誤差項

式（4）は，従属変数を上層ホワイトカラー／非上層ホワイトカラーの2値変数３）とする

プロビット回帰分析である．推定にあたっては，日本人と外国人のペアの形で行い，特定

の属性効果が日本人と外国人でどのように異なるかを明らかにする差異法（differencein

difference）の手法を採る．また，労働参加の状況は日本人と外国人では異なる可能性が

あることから，労働参加の有無についてHeckprobit（VandeVenandVanPragg1981）

法による同時推定を行う（式（5））．

以下，それぞれの推定結果と探究課題との対応関係について整理する．

1つ目の探究課題である属性効果の有無については，式（4）における以下の条件の成立
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3）上層ホワイトカラーは管理的職業，及び専門的・技術的職業従事者のいずれかからなる．本稿では，管理的

職業従事者の内，従業上の地位が自営業に相当する者は除いた．



の有無を問うこととなる．

・1・・2j・・3・・4・0 …（6）

属性構成の違いのみが，日本人と外国人の職業分布の差異を説明するのであれば，式（6）

が成立すると考えられる．これらはそれぞれ，外国籍ダミー，学歴ダミー，居住期間ダミー，

国際結婚ダミーの係数であり，外国人に固有の属性効果がない，つまり外国人と日本人が

労働市場において同じ職業的地位の分布に従うのであれば，これらは全て0となるはずで

ある．

学歴ダミー・Eduji・は，高校を参照カテゴリーとして，「小中学校」，「短大／高専」，そ

して「大学／大学院」の3つのカテゴリーに分かれ，それぞれの効果の外国籍ダミーとの

交差項をとったものである．後述するように統制変数・X
・
i・に学歴の主効果は含まれてい

るので，これは日本人と外国人の学歴の効果の差を意味する．

本研究においては，以下の式，つまり最も高い学歴・・23・から最も低い学歴・・21・の効

果を引き，それがプラスであれば日本人と比較した学歴の限界効果が大きい，つまり学歴

に対する見返りが大きいとし，逆の場合には小さいとする．これが探求課題2に対する回

答となる．

・Edu・・23・・21 …（7）

・Edu：学歴の限界効果の日本人との差

探究課題3に答えるにあたっては，以下の2つの係数に注目する．

居住期間ダミー・Rsdi・は，5年前の居住地が国内／海外であるかを問うたものであり，

これが海外の場合には国内居住期間が5年に満たないと考え，国内の場合には5年以上と

みなす．この変数は居住期間の長期化が定住化につながるとの想定に基づくものであり，

外国人についてのみ設ける４）．

日本人との結婚ダミー・IMi・は，日本人との国際結婚の効果を表すものである．なお，

有配偶と外国籍ダミーの交差項も同時に投入されているので，これは日本人との結婚によ

る効果のみを意味することになる．

探究課題4については，推定された結果を用いて，受け入れの態様別の上層ホワイトカ

ラー就業確率を求めることで，受け入れの態様間の差異を明らかにする．特に，外国籍ダ

ミー・Fgi・は，ある国籍に属することの職業的地位決定に対する平均的効果を表すのみ

ならず，それ以外の属性と併せてみることで，受け入れの態様ごとの経済的達成の程度を
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4）なお，本研究において使用される国勢調査データは横断面データであるため，ここで明らかにされるのは，

あくまで居住期間の長短の違いによる一時点での職業分布の差異であり，個人レベルでの居住期間の長期化の

効果と必ずしも同じではない点に留意する必要がある．



表す．

統制変数・X
・
i・は，就業経験（年）及びその二乗項，学歴，居住都道府県，居住市区町

村の人口規模，人口集中地区か否か，就業している産業について統制するものである．就

業経験は，年齢からそれぞれの学歴を得るのに必要な最低修了年限を引いたものである．

また，労働市場における職業的地位達成の機会は地域労働市場の影響を強く受けることか

ら，居住都道府県や居住市区町村の人口規模について統制した．

最後に，式（5）は労働参加の有無について統制するものであり，ほとんどの変数は式（5）

と共通である．なお，式（4）と（5）の誤差項の相関が有意に0と異ならない場合には，サン

プルセレクションバイアスがないと考え，式（4）単独によるプロビット推定を行う．

Ⅴ．ニューカマー男性の職業的地位とその決定要因

1. 基本属性

本稿で分析対象とする外国人男性の年齢構成は，いずれも20-40歳代に集中しており，

高齢者，及び若年者は少ない（図1）．平均年齢で見ると中国人男性33.8歳，ブラジル人

男性38.5歳と，日本人男性の43.4歳よりも大幅に若い．また，中国人男性とブラジル人男

性を比較すると，ブラジル人男性の方が全ての年齢層に比較的均等に分散している．なお，

本稿で分析対象とする人口規模は，中国人男性が126,298人，ブラジル人男性が62,236人，

そして日本人男性が35,879,744人５）である．

学歴構成を見ると，中国人男性では小中学校と短大／高専以上の学歴を持つ者に二極化

している．つまり，中国人男性は，技能実習生を中心とした低学歴層と，専門的・技術的

職業等からなる高学歴層に分かれている可能性が高い（図2）．
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図１ 性・年齢別人口構成（2010年）

出所：国勢調査個票データより再集計

5）重みづけした値．



一方，ブラジル人男性の場合，高校卒業以下の学歴を持つ者が大半であり，日本人男性

と比較して学歴水準が低い．このことは，ブラジル人男性の大半が入国にあたって学歴面

での選別を受けない日系人であることを反映したものといえるだろう．なお，学歴水準を

平均教育年数で示すと，中国人男性で13.0年と日本人男性の13.2年に近い値を示すものの，

ブラジル人男性では11.5年と低い値にとどまった．

有配偶率を見ると，いずれの国籍も日本人男性とほとんど変わらない水準である（表1）．

また，その内，日本人女性と結婚している者の割合を見ると，中国人男性では18.2％，ブ

ラジル人男性では8.8％と，外国人同士での家族形成が多くを占めていることが示された．

2. 労働関連指標に見る外国人労働者の経済的達成の状況

外国人労働者の経済的達成の状況を，労働市場における各種指標に注目することで明ら

かにしていきたい（表2）．

まず，労働参加率は中国人男性が94.1％，ブラジル人男性が97.5％，日本人男性が94.4

％と日本人と同等かそれ以上であり，労働参加が十分に進んでいることが示された．
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図２ 国籍別に見た学歴構成及び平均教育期間（15-64歳，卒業者）

注：国籍の後ろカッコ内の数字は年で換算した平均教育期間．
出所：国勢調査個票データより再集計

表１ 国籍別に見た有配偶率，及びその内，日本人と結婚している者の割合

（15-64歳，卒業者）

中国人男性 ブラジル人男性 日本人男性

有配偶率 60.8％ 63.2％ 61.0％

内 日本人との結婚 18.2％ 8.8％ ―

出所：国勢調査個票データより再集計



失業率を見ると，中国人男性は7.5％と日本人男性（7.5％）と同等であり，この点，十

分な経済的達成が見られるといってよい．一方，ブラジル人男性の場合，同値は8.9％と

日本人よりも高い．この時期は2008年の世界的経済危機後，日系ブラジル人の失業が問題

化した時期であり（青木 2011，ウラノ 2011），製造業を中心として派遣労働者として働

く彼らの多くが失業したことが，背景にあるものと思われる．

これと関連して，総就業者に占める雇用期間に定めのある労働者（非正規雇用）の割合

を求めると，中国人男性で34.1％，ブラジル人男性で64.3％となる．これは，日本人男性

の10.8％よりもはるかに大きい値である．この背景には，中国人男性の場合，技能実習生

が多いこと，ブラジル人男性の場合，派遣労働者が多いことが（梶田他 2005），背景にあ

ると考えられる．

上層ホワイトカラーの就業者に占める割合を求めると，中国人男性の18.5％がそれに該

当し，日本人男性（17.0％）よりも多い．これは，中国人男性の多くが専門的・技術的職

業に就いているとする先行研究の結果と一致する．ブラジル人男性の場合，この値は2.5

％と非常に低く，このことも，彼らが主に「身分に基づく在留資格」で製造業を中心に派

遣労働者として就労していることを反映したものといえよう．

以上のように，経済的達成はブラジル人男性においてはあまり見られない一方で，中国

人男性の間では，かなり明瞭に見られることが示された．

以下ではこのことを産業別就業者の分布の観点から見てみたい（図3，4）．

中国人男性の場合，農業，建設業，製造業，情報通信業，卸売業・小売業，宿泊業・飲

食サービス業などの割合が高い．中でも，情報通信業では専門的・技術的職業に就くもの

が多いことから，中国人の上層ホワイトカラーの割合が大きいのは，同産業で就労する者

の割合の高さと関連しているといえよう．また，農業，建設業，製造業，卸売業・小売業，

及び宿泊業・飲食サービス業の割合が大きいことは，中国人内部で職業的地位が高く安定

した層と，技能実習生等，経済的達成が遅れている層に二極分化していることを示すと考

えられる．

ブラジル人の場合，建設業，製造業が多い他は，いずれの産業の割合もおおむね低く，

また，専門的・技術的職業等，上層ホワイトカラーもほとんど見られない．全体的に経済

的達成が遅れていることは，こうした製造業への過度の集中が背景にあるものと思われる．

また，中国人のように同一国籍内での二極分化も見られない．
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表２ 労働市場における各種指標（2010年）（15-64歳，卒業者）

中国人 ブラジル人 日本人

労働参加率 94.1％ 97.5％ 94.4％

失業率 7.5％ 8.9％ 7.5％

非正規雇用 34.1％ 64.3％ 10.8％

上層ホワイトカラー 18.5％ 2.5％ 17.0％

出所：国勢調査個票データより再集計
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図３ 職・産業別の構成（中国人，2010年）（15-64歳，卒業者）

出所：国勢調査個票データより再集計

図４ 職・産業別の構成（ブラジル人，2010年）（15-64歳，卒業者）

出所：国勢調査個票データより再集計



3. 多変量解析による分析

多変量解析によると，外国籍ダミーの係数は中国人男性，ブラジル人男性のいずれにお

いても，それぞれ-0.27及び-0.45とマイナスとなっており，平均的に見て，上層ホワイト

カラーに就く確率が，日本人よりも低いことが示された．更に，式（6）が満たされないこ

とから，外国人労働者の職業的地位の分布は，様々な属性を考慮した後も，日本人と異な

ることが示された．以上が，探究課題1に対する回答である．

学歴については，中国人男性の場合，小中学校では0.14と，プラスの結果が得られた．

これは，低学歴者に見られるとされる積極的選別効果に近い結果ということができるだろ

う．しかしその効果は，短大／高専（0.23），大学／大学院（0.77）と学歴が上昇するに

つれ上昇し，その結果，学歴の限界効果の差も0.63とプラスの値となった．これは，理論

的に示唆されるのとは異なり，高学歴者においてより大きな積極的選別効果が得られるこ

とを意味する．これは，なぜであろうか？

まず，考えられるのは，高学歴者にとって高い職業的地位を可能にする特別な構造があ

るということである．しかし，高学歴中国人の間では，日系ブラジル人のように構造化さ

れた雇用システムの存在は指摘されていないし，企業内転勤によるいわゆる駐在員も少な

く，来日プロセスは，主に個人単位で行われていると考えてよいだろう．その一方で，田

嶋（2010：211-2）が，高学歴中国人の場合，コンピュータと英語に堪能であれば，海外

から直接，日本での就業機会を得られることを明らかにしている．このことから，高学歴

層を対象として，日本人とは異なる労働市場が存在すると考えることができるだろう．こ

れが，高学歴者ほど大きな効果が得られることの理由と考えられる．

ブラジル人男性の場合，小中学校以外の学歴でプラスの有意な結果（0.20）を得ること

はなく，学歴の限界効果の差も-0.20と，マイナスである．これは，低学歴者の間で見ら

れる積極的選別効果の典型事例といえる．このことは，日系ブラジル人の多くが，学歴に

かかわらず，派遣労働者として非熟練労働に従事しているとの事実と整合的である．

以上のことから，外国人労働者にとって，学歴の限界効果は日本人と異なることが示さ

れ，いずれの国籍でも，学歴が低い場合に積極的選別効果が見られるとともに，更に，中

国人男性の場合，高学歴者間でより大きな積極的選別効果が得られた．以上が，探究課題

2に対する回答である．

定住化の影響の内，国内居住期間については，中国人男性の場合には0.07と，若干のプ

ラスとなった．一方，ブラジル人男性の場合には，有意な結果を得ることができなかった．

このことは，いずれの国籍においても居住期間の長期化が経済的達成に即結びつくわけで

はないことを意味する．

また，日本人との結婚については，中国人男性の場合，-0.10とマイナスの結果が得ら

れており，むしろ上層ホワイトカラーへ就く確率が低下することが示された．現地人との

結婚は，言語習得を始めとする社会的適応に有利に働くと考えられるにも関わらず，この

ような結果が得られたのは，彼らの職業的地位達成が日本語能力を始めとする，日本への

社会的適応を前提としないところで起きていることを示唆する．
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一方，ブラジル人男性の場合，0.54とプラスであり，想定通りの結果となった．ブラジ

ル人男性の場合，中国人男性のように高い職業的地位が得られる特別な労働市場へのアク

セスビリティを有さず，日本人との結婚は，派遣労働者からの脱却といった正の同化効果

をもたらすことを示唆している．

要約すると，居住期間の長期化，及び日本人との国際結婚に伴う社会的適応は，理論的

に想定されるのとは異なり，必ずしも経済的達成を促進するとは言えない．更に，居住期

間，及び国際結婚による効果が，中国人男性とブラジル人男性の間では異なる．以上が，

探究課題3に対する回答である．

では，受け入れの態様別に見た経済的達成はどのようなものとなるのであろうか．国籍

を軸に，学歴，国内居住期間，そして日本人との結婚６）の有無等によって区別された受

け入れの態様ごとの結果を求めることで，これを明らかにする．

―134―

表３ 上層ホワイトカラーに就く確率の日本人との差に関する推定結果

中国人 ブラジル人

外国籍ダミー -0.27** -0.45**

学歴*外国籍ダミー

小中学校 0.14** 0.20**

短大／高専 0.23** -0.07

大学／大学院 0.77** 0.06

定住化

国内居住期間が5年以上 0.07** -0.04

日本人との結婚 -0.10** 0.54**

統制変数・X
・
・ 省略

標本数 3,552,861 3,510,135

注：**p<.01,*p<.05
出所：筆者推計値

表４ 学歴の限界効用の日本人との差

中国人 ブラジル人

学歴の限界効用の差・・Edu・ 0.63 -0.20

出所：筆者推計値

6）日本人の有配偶者との差を見るため，日本人との結婚，有配偶と外国籍の交差項の和を求めた．



その結果，中国人男性の場合，主に，大学／大学院卒業者の間で，日本人男性よりも高

い確率で上層ホワイトカラーに就くことが示された．これは，先行研究で指摘されてきた，

高学歴層による定住化と，そこにおける経済的成功という事実と一致するといえよう．こ

のことを経済的同化理論の観点から評価すると，学歴を分岐点とした「分節化された同化

（SegmentedAssimilation）」が起きていると考えられる．

ブラジル人男性の場合，中国人男性とは対照的に，日本人と結婚していること，及び学

歴が低い（小中学校卒）場合に，日本人男性よりも若干高い確率で上層ホワイトカラーへ

就くことが示された７）．なお，ブラジル人男性の場合，学歴が上昇しても日本人との差が

縮まることはない．つまり，日本人との結婚，及び学歴を分岐とした「分節化された同化」

が起きていると考えられる．以上が探究課題4に対する答えである．
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図５ 社会経済的属性別に見た上層ホワイトカラーへ就く確率の日本人との差

（中国人男性）

出所：筆者推計値

7）抽出詳細集計を用いて，詳細な職業分類を見ると，学歴が低い場合，あるいは日本人と結婚している場合に

ブラジル人男性が就くことの多い上層ホワイトカラーは，会社役員，法人・団体管理的職業従事者，他に分類

されない管理的職業従事者といったものとなっている．具体的には，日本人の家族が経営する中小企業におけ

る管理的職業が想定されるであろう．



以上のことから，日本の外国人労働者の経済的達成の現状については，国籍によりその

分岐点が異なるものの，「分節化された同化理論」が妥当するものと思われる．つまり，

外国人労働者の職業的地位は特定の要因を分岐点として，日本人よりも高い／低い層に二

極分化していくと考えられる．

Ⅵ．考察：二極化する労働市場とその分岐点

1990年代以降，日本において見られた外国人労働者の増加は，同時期に先進各国におい

て見られた現象と同じものと捉えることが可能である．この点について，欧米を中心に行

われてきた移民研究では，経済的同化理論を援用しつつ，移民労働者の経済的達成に注目

することで，移民労働者が受け入れ社会の労働市場に与える影響を明らかにしてきた．し

かし，日本ではこうした視点は弱く，制度分析や小規模なサンプルに基づく事例分析が主

であり，センサスデータのような大規模なデータを用いて，移民理論を援用した研究は稀

であったといえる．

こうした状況を受け，本研究では，国勢調査の個票データを用い，日本における外国人

労働者の経済的達成の状況，及びその決定要因の観点から，外国人労働者の受入れが日本

の労働市場に与える影響を明らかにすることを目指した．

その結果，中国人男性の間では，日本人男性と比較して経済的達成の遅れがあまり見ら

れず，一方，ブラジル人男性の間では，ほぼ全ての面で経済的達成が遅れていることが示

された．
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図６ 社会経済的属性別に見た上層ホワイトカラーへ就く確率の日本人との差

（ブラジル人男性）

出所：筆者推計値



多変量解析の結果，外国籍ダミーはいずれもマイナスであること，及び外国人労働者に

固有の係数がいずれも0ではないことから，外国人の職業的地位の分布は，様々な属性を

考慮した後も，日本人と異なること，そしてそれは，平均的に見て，日本人よりも低いこ

とが示された．

第二に，学歴の限界効果は日本人と外国人では異なることが示された．中国人男性の場

合，理論的に示唆されるのとは異なり，高学歴者の間でより大きな積極的選別効果が見ら

れ，日本人男性よりも高い学歴の限界効果を示す．これは，高学歴中国人男性が日本人と

は異なって，特別な労働市場に位置づけられ，より高い確率で上層ホワイトカラーに就く

構造を有することによるものと考えられる．

一方，ブラジル人男性の場合，理論的に示唆されるのと同様，低学歴者の間でのみ積極

的選別効果が見られ，その結果，日本人男性よりも低い学歴の限界効果しか示さないこと

が明らかにされた．この背景には，日系ブラジル人の多くが，学歴に関して選別をほとん

ど受けておらず，その結果，非熟練労働分野で派遣労働者として就労することを余儀なく

されていることがあるだろう．

第三に，定住化の効果については，中国人男性の場合，居住期間の長期化に伴い，若干，

上層ホワイトカラーへ就く確率が上昇する反面，日本人と結婚している場合には，むしろ

同確率が低いとの結果が得られた．これは，経済的同化理論が想定する単線的な経済的達

成プロセスとは異なるものである．

一方，ブラジル人男性の場合，居住期間の長期化から有意な影響を受けないものの，日

本人と結婚している場合に，上層ホワイトカラーへ就く確率が高い傾向にある．これは，

現地人との結婚による社会的適応に伴い，派遣労働者からの脱却が進むためと考えられる．

最後に，受け入れの態様ごとの経済的達成の程度を求めると，中国人男性の場合には，

学歴水準，ブラジル人男性の場合には，学歴，及び日本人との結婚の有無によって経済的

達成の程度が大きく異なることから，分節化された同化理論が妥当するとの結果が得られ

た．つまり，日本における外国人労働者の職業的地位は受け入れの態様により，日本人よ

りも高い／低い方向に二極分化していくと考えられる．

更に，こうしたことから，日本において，今後，更に外国人労働者の流入が拡大した場

合，それが日本の労働市場へ与える影響について，示唆を得ることができるだろう．

第一に，現在，中国人男性の間に見られるように，高学歴層を中心とした流入が見られ

た場合，経済的達成の程度は，定住化の程度にかかわらず，日本人よりも高くなるであろ

う．一方，高学歴層以外では，日本人よりも低い職業的地位にとどまり，その結果，中長

期的には底辺層を構成する可能性があるといえよう．

第二に，日系ブラジル人のように，人的資本面での選別を入国段階で受けない自由な労

働力移動が拡大した場合，単純労働者を斡旋するビジネスの拡大といった現象を通じて，

底辺層が急増するものと考えられる．この場合，居住期間の長期化に伴う社会的適応によっ

ても，その後の，経済的達成の遅れの改善を期待することは難しく，わずかに日本人との

結婚を通じてのみ，若干の遅れが緩和される効果が見られるだろう．しかし，その場合で
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も学歴が低い場合を除けば，日本人よりも相対的に劣った地位に甘んずるしかないと予想

される．

つまり，今後，更に外国人労働者が流入した場合，日本の労働市場は二極化する可能性

を有しているといえよう．

（2015年4月16日査読終了）
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ImpactsoftheIncorporationofImmigrantWorkerstotheJapanese
LaborMarket;TheirEconomicAchievementanditsDeterminants

YuKOREKAWA

Thenumberofforeignworkershasbeenincreasingsincetheearly1990's,howevertherehave

beenafewresearchesfocusingontheirimpactstotheJapaneselabormarket.Thepresentstudy

aimstorevealtheirimpactstothelabormarketanddeterminantsbehindthemfromtheviewpoint

ofaneconomicassimilationtheory.

ThedatausedinthepresentstudyisalltheindividualsofChineseandBrazilianmenintheirage

of15-64yearsold,whodonotenrollanyschool,and10%oftheJapanesemeninthesamecate-

goryinthepopulationcensusconductedin2010.

Asaresult,economicachievementsofChinesemenarenotnecessarilylowerthanthoseofthe

Japanesemen.Ontheotherhand,thoseofBrazilianmen'saremuchlowerthanthoseoftheJapa-

nesemeninalmostallaspects.

Moreover,multivariateanalysisrevealedthatrelativelyhigheconomicachievementsofChinese

menareonlyseenamonghighlyeducatedpersons.Ontheotherhand,lowereconomicachieve-

mentsofBrazilianmenarerelativelyalleviatedamonglowereducatedpersonswhoaremarriedto

theJapanese.

Finally,thoseresultsimplythattheJapaneselabormarketwillbepolarizedbyafurtherincor-

porationofimmigrantworkersinthefuture.


